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(57)【要約】
【課題】運転者又は乗員に与える違和感を低減すること
ができる走行支援装置を提供する。
【解決手段】制約条件に従って自車両の走行を支援する
走行支援装置１０であって、障害物がない環境下におけ
る自車両の行動に対する遅延度を示す効率値を算出する
効率値算出部３３と、効率値が低いほど制約条件を緩和
する制限操作量設定部３４と、を備えることで、効率値
が低く、走行支援を実行する必要性が高い場合には、走
行支援装置に許される行動の幅を広げることにより、運
転者又は乗員に与える違和感を低減することができる。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　制約条件に従って自車両の走行を支援する走行支援装置であって、
　障害物がない環境下における自車両の行動に対する遅延度を示す効率値を算出する効率
値算出手段と、
　前記効率値が低いほど前記制約条件を緩和する制約条件変更手段と、
を備える走行支援装置。
【請求項２】
　前記制約条件は、自車両の操作量に関する条件である請求項１に記載の走行支援装置。
【請求項３】
　前記効率値算出手段は、自車両周辺の環境情報に基づいて将来の前記効率値を予測し、
　前記制約条件変更手段は、将来の前記効率値が低いほど前記制約条件を緩和する請求項
１又は２に記載の走行支援装置。
 

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、自車両の走行を支援する走行支援装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、自車両の走行を支援する走行支援技術が知られている。例えば、特許文献１には
、安全に車線変更ができるスペースがない状況でも、安全に車線変更ができるように制御
する走行支援装置が開示されている。この装置は、車線変更ができないと判断した場合、
相対距離及び相対速度に基づいて車線変更する目標スペースを決定し、目標スペースに車
線変更するスペースがある場合には、車線変更可能位置へ向けて目標速度を算出し、目標
スペースに車線変更するスペースが十分ない場合には、車線変更待機位置に向けて目標速
度を算出する。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００９－０７８７３５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　ところで、実際の道路環境においては、早期に走行支援が実行されるべき状況や、逆に
必ずしも早期に走行支援が実行される必要がない状況が存在する。しかしながら、特許文
献１に記載の装置は、一定の制約条件化で走行支援できる状況であるか否かしか判断でき
ず走行支援を優先させる状況にあるか否かを判断することができない。このため、例えば
、早期に走行支援が実行されるべき状況においても、いつまでも走行支援が実行されない
ことがあるので、運転者又は乗員は走行支援内容に違和感を覚えることがある。
【０００５】
　そこで本発明は、運転者又は乗員に与える違和感を低減することができる走行支援装置
を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上記課題を解決するため、本発明に係る走行支援装置は、制約条件に従って自車両の走
行を支援する走行支援装置であって、障害物がない環境下における自車両の行動に対する
遅延度を示す効率値を算出する効率値算出手段と、効率値が低いほど制約条件を緩和する
制約条件変更手段と、を備える。
【０００７】
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　本発明に係る走行支援装置においては、効率値算出手段により障害物がない環境下にお
ける自車両の行動に対する遅延度を示す効率値が算出され、制約条件変更手段により効率
値が低いほど制約条件が緩和される。このように、効率値が低く、走行支援を実行する必
要性が高い場合には、走行支援装置に許される行動の幅を広げることにより、運転者又は
乗員に与える違和感を低減することができる。
【０００８】
　ここで、制約条件は、自車両の操作量に関する条件であってもよい。
【０００９】
　この場合には、制約条件変更手段により効率値が低いほど自車両の操作量に関する条件
が緩和された上で、走行支援が実行される。このように、効率値が低下している場合には
、例えば、走行支援装置に許される操作量の幅を広げることにより、運転者又は乗員に与
える違和感を低減することができる。
【００１０】
　また、効率値算出手段は、自車両周辺の環境情報に基づいて将来の効率値を予測し、制
約条件変更手段は、将来の効率値が低いほど制約条件を緩和してもよい。
【００１１】
　この場合には、効率値算出手段により自車両周辺の環境情報に基づいて将来の効率値が
予測され、制約条件変更手段により将来の効率値が低いほど制約条件が緩和された上で走
行支援が実行される。そのため、自車両の効率値が実際に低下するよりも早いタイミング
で走行支援を実施することが可能となるため、運転者又は乗員に与える違和感を低減する
ことができる。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明によれば、運転者又は乗員に与える違和感を低減することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】本発明の第１実施形態に係る走行支援装置のブロック構成図である。
【図２】図１の走行支援装置による経路決定方法を説明する模式図である。
【図３】図１の走行支援装置により走行支援が実施される場面の例を示す図である。
【図４】先行車及び自車両の時系列の速度変化を示すグラフである。
【図５】制限操作量の緩和により安全性が向上する場面の例を示す図である。
【図６】図１の走行支援装置の動作を示すフローチャートである。
【図７】図１の走行支援装置による走行支援が実施される場面の例を示す図である。
【図８】図１の走行支援装置による走行支援が実施される場面の例を示す図である。
【図９】本発明の第２実施形態に係る走行支援装置のブロック構成図である。
【図１０】効率値の速度依存性を示すグラフである。
【図１１】図９の走行支援装置による走行支援が実施される場面の例を示す図である。
【図１２】本発明の第３実施形態に係る走行支援装置のブロック構成図である。
【図１３】本発明の第４実施形態に係る走行支援装置のブロック構成図である。
【図１４】本発明の第５実施形態に係る走行支援装置のブロック構成図である。
【図１５】本発明の第６実施形態に係る走行支援装置のブロック構成図である。
【図１６】本発明の第７実施形態に係る走行支援装置のブロック構成図である。
【図１７】本発明の第７実施形態に係る走行支援装置の変形例のブロック構成図である。
【図１８】本発明の第１～６実施形態に係る走行支援装置の走行支援装置の動作を示すフ
ローチャートである。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　以下、添付図面を参照して、本発明の好適な実施形態について詳細に説明する。なお、
以下の説明において、同一又は相当要素には同一符号を付し、重複する説明を省略する。
【００１５】
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（第１実施形態）
　図１は、本発明の第１実施形態に係る走行支援装置を示すブロック図である。図１に示
すように、本実施形態の走行支援装置１０は、走行支援ＥＣＵ（Electronic Control Uni
t）３を備えている。走行支援ＥＣＵ３は、ＣＰＵ[Central　Processing　Unit]や各種メ
モリなどからなり、走行支援装置１０を統括制御する。走行支援ＥＣＵ３は、メモリに格
納されている各アプリケーションプログラムをロードし、ＣＰＵで実行することによって
後述する各種機能を実現する。この走行支援ＥＣＵ３には、例えば、車輪速センサ１１、
表示装置２１、スピーカ２２及びアクチュエータ２３が接続されている。
【００１６】
　車輪速センサ１１は、自車両の車輪の回転速度を検出するセンサである。車輪速センサ
１１は、検出した車輪の回転速度を車輪速信号として走行支援ＥＣＵ３へ送信する。
【００１７】
　走行支援ＥＣＵ３は、自車両状態取得部３１、履歴保存部３２、効率値算出部（効率値
算出手段）３３、制限操作量設定部（制約条件変更手段）３４、走行支援制御部３５及び
標準制限操作量ＤＢ３６を備えている。
【００１８】
　自車両状態取得部３１は、車輪速センサ１１の計測値を所定時間毎（例えば、１秒毎）
に参照し、自車両の車速を取得する。なお、自車両の車速は、車輪速センサ１１ではなく
、ＧＰＳ等の車載機器を用いたり、路上に設置されたセンサからの情報を受信して取得し
てもよい。自車両状態取得部３１は、取得された自車両の車速を履歴保存部３２に出力す
る。
【００１９】
　履歴保存部３２は、自車両状態取得部３１により取得された自車両の車速の履歴を所定
時間にわたり保存する。すなわち、履歴保存部３２は、時系列の自車両の車速を履歴とし
て保存する。所定時間として、例えば、２０分間が用いられる。なお、履歴保存部３２は
、該所定時間より古い履歴を逐次削除することで、保存容量を節約することが好ましい。
【００２０】
　効率値算出部３３は、履歴保存部３２により保存された、自車両の車速の履歴に基づい
て、障害物がない環境下における自車両の行動に対する遅延度である効率値を算出する。
効率値算出部３３は、例えば、障害物がない環境下における自車両の行動の所要時間と、
現在又は将来の環境下における自車両の行動の所要時間とを比較することで、障害物がな
い環境下における自車両の行動を基準として時間的な遅延の度合いを示す遅延度を求め、
効率値を算出する。例えば、効率値算出部３３は、標準的な道路環境を障害物がない環境
下とし、この標準的な道路環境における効率値を０（基準値）とする。そして、効率値算
出部３３は、現在又は将来の環境下における自車両の行動の所要時間が、障害物がない環
境下における自車両の行動の所要時間と比較して遅延度を求め、遅延度に基づいて自車両
の効率値を－１から１までの値として算出する。効率値算出部３３は、算出した効率値を
制限操作量設定部３４に出力する。
【００２１】
　制限操作量設定部３４は、自車両の制限操作量（制約条件）を設定する。制限操作量と
は、走行支援装置が走行支援可能な最大又は最小の操作量であり、例えば転舵角、操舵角
速度、ブレーキ操作量、前後方向加速度又は横方向加速度等を制限するものである。制限
操作量設定部３４は、標準制限操作量ＤＢ３６を参照可能に構成されている。標準制限操
作量ＤＢ３６には、標準的な道路環境において用いられる制限操作量である標準制限操作
量が予め格納されている。この標準制限操作量は、一般的な運転者が日常の運転で用いて
いる操作量の制限に基づいて決定されるものである。
【００２２】
　制限操作量設定部３４は、効率値算出部３３により算出された効率値と標準制限操作量
ＤＢ３６を参照して取得した標準制限操作量とに基づいて、制限操作量を設定する。制限
操作量設定部３４は、効率値が０よりも小さい場合には制限操作量が大きくなるように設
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定する。すなわち、この場合は自車両の操作量の制限が緩和される。一方、効率値が０以
上の場合には、標準制限操作量を制限操作量とする。なお、効率値が０よりも大きい場合
には、標準制限操作量よりも制限操作量を小さくしても良い。このようにすることで、運
転者又は乗員の乗り心地を向上させる走行支援を実施することができる。
【００２３】
　ここで、説明理解の容易性を考慮して、制限操作量と車両の快適性及び利便性との関係
について、図２を参照して説明する。走行支援装置１０が走行支援を実施するにあたり、
図２（ａ）に示すように、走行支援装置１０がとりうる進路は大量に存在する。走行支援
装置１０は、図２（ｂ）、（ｃ）、（ｄ）に示すように、それぞれ安全性、交通ルール、
快適性・利便性の順に進路を絞り込むことにより進路を決定する。制限操作量設定部３４
は、制限操作量を変更することで、図２（ｄ）で示される快適性及び利便性による進路の
制約を変更する。制限操作量設定部３４が制限操作量を緩く設定した場合には、快適性よ
りも利便性が優先される。すなわち、運転支援として操作できる最大の操作量を大きくす
るほど、あるいは最小の操作量を小さくするほど、車両の乗り心地よりも車両の走行能力
を発揮することが重視される。従って、制限操作量設定部３４が制限操作量を緩く設定し
た場合には、走行支援装置１０は、標準的な制限操作量と比較してより遠くに行ける進路
、又は、より早くいける進路を選択することができる。
【００２４】
　なお、制限操作量が緩く設定された場合であっても、自車両の安全度は維持又は向上さ
れ、減少されるものではない。この点について、図３～５の例を参照して説明する。最初
に、制限操作量が緩く設定された場合であっても、自車両の安全度が維持される点につい
て説明する。図３は、自車両Ｖ０が前方に車線減少を認知し、車線変更を実施しようとす
る状況を示している。自車両Ｖ０が車線変更を行うにあたり、車線変更時又は車線変更後
に前方車両がブレーキ操作を行うことを考慮して、適切な車間距離を維持しつつ車線変更
を行う必要がある。ここで、制限操作量を緩和した場合には、自車両の安全度を維持した
まま必要とされる車間距離を短くすることが可能となる。この理由を、図４を用いて説明
する。図４の鎖線Ｌ１は、先行車の時系列の速度変化を示し、実線Ｌ２Ａ又Ｌ２Ｂは自車
両の時系列の速度変化を示している。鎖線Ｌ１と実線Ｌ２Ａ又Ｌ２Ｂとで囲まれる領域Ｄ
の面積が先行車両と自車両との衝突を回避するのに必要な車間距離である。制限操作量を
緩和し、より強いブレーキ操作が可能になると、図４（ｂ）に示すように、図４（ａ）と
比較して必要な車間距離を短くすることができる。
【００２５】
　次に、制限操作量が緩く設定された場合であっても、安全性が向上する点を説明する。
同一の車間距離という条件においては制限操作量を変更することにより、安全性を向上す
ることが可能である。図５の例を参照して説明する。上述のように、車線変更は適切な車
間距離を維持しつつ行う必要がある。図５（ａ）は、標準的な制限操作量による動作では
、先行車までの車間距離が短いため安全な車線変更が実施できない状況を示している。こ
こで、制限操作量が緩和されるとする。例えば、通常の制限操作量として、横Ｇの最大を
０．２Ｇ、最大操舵速度を２００ｄｅｇ／ｓｅｃとすると、横Ｇの最大を０．３Ｇ、最大
操舵速度を３００ｄｅｇ／ｓｅｃへ緩和されたものとする。この場合、図５（ｂ）で示す
ように、車線変更が完了するまでの時間を短縮することができる。すなわち、車線変更に
必要な車間距離を短縮することが可能となるので、目的地到着時間の短縮等も実現しつつ
、安全性を確保することができる。さらに、緩やかに車線変更を行う場合と比較して、車
線変更を素早く実施することにより、自車両Ｖ０は、後続車両に対して車線変更の意志を
的確に伝えることができる。このように、制限操作量の緩和は、同一の車間距離という条
件においては安全性を向上することができる場合がある。
【００２６】
　図１の説明に戻り、ＥＣＵ３には、表示装置２１、スピーカ２２、アクチュエータ２３
が接続されている。表示装置２１は、車両内に設置されるディスプレイであり、走行支援
ＥＣＵ３から出力される走行支援信号に応じて各種情報を表示し、運転者に報知する。ス
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ピーカ２２は、走行支援ＥＣＵ３からの走行支援信号に応じて所定の音声を出力する。こ
のように、表示装置２１及びスピーカ２２は、ＨＭＩ（Human　Machine　Interface）と
して画面表示及び音声出力を行う。
【００２７】
　アクチュエータ２３は、走行支援ＥＣＵ３から出力される走行支援信号に基づいて、ド
ライバーの運転操作に介入して、自車両のブレーキやアクセルを駆動させるブレーキアク
チュエータやアクセルアクチュエータである。
【００２８】
　次に、本実施形態に係る走行支援装置の動作について説明する。図６は、本実施形態に
係る走行支援装置の動作を示すフローチャートである。図６に示す一連の走行支援処理は
、例えば走行支援ＥＣＵ３において予め設定された所定周期で繰り返し実行される。なお
、以下では制限操作量として標準制限操作量が予め設定されているものとする。
【００２９】
　まず、走行支援が開始されると、自車両状態取得部３１は、走行情報を取得する（Ｓ１
１）。自車両状態取得部３１は、走行情報として、少なくとも車輪速センサ１１の出力結
果に基づいて自車両の車速を取得する。
【００３０】
　次に、履歴保存部３２は、Ｓ１１の処理で取得された自車両の車速の履歴を所定時間に
わたり保存する（Ｓ１２）。そして、効率値算出部３３は、履歴保存部３２により保存さ
れている自車両の車速の履歴を読み出し、読み出された車速の履歴に基づいて効率値を算
出する（Ｓ１３）。効率値算出部３３の効率値算出方法について、２つの方法を例として
以下に示す。
【００３１】
　第１の方法は、自車両が低速で走行している時間に応じて効率値を決定するものである
。この場合、信号待ちの場合にも効率値が低下することになるので、自車両が低速（例え
ば５ｋｍ／ｈ以下）になってから所定時間（例えば１分間）効率値を低下させないように
することが好ましい。
【００３２】
　第２の方法は、自車両の平均速度に基づいて効率値を決定するものである。この方法で
は、履歴保存部３２により保存される自車両の車速の履歴を、例えば直近の５分間、５～
１０分前、１０～１５分前、１５～２０分前のように時系列に４分割し、それぞれの範囲
における平均車速ｖ０，ｖ１，ｖ２，ｖ３を求める。続いて、下記の式（１）に示すよう
に平均車速ｖ０とｖ０，ｖ１，ｖ２の平均値との差分を求める。
　ｄ＝ｖ０－（ｖ１＋ｖ２＋ｖ３）／３　　　（１）
　差分ｄが０以上であれば差分ｄの値に応じて効率値を増加させる。一方、差分ｄが０未
満であれば差分ｄの値に応じて効率値を減少させる。また、効率値を増減させるまでに所
定の時間のマージンを設けることで、効率値を安定させることができる。
【００３３】
　続いて、制限操作量設定部３４は、Ｓ１３の処理で算出された効率値が低下しているか
否かを判断する（Ｓ１４）。制限操作量設定部３４は、効率値が低下していると判断した
場合には、効率値に応じて制限操作量を緩和する（Ｓ１５）。一方、制限操作量設定部３
４は、効率値が低下していないと判断した場合には、制限操作量は変更しない。以上で、
図６に示す一連の処理を終了し、制限操作量を用いて走行支援が実行される。
【００３４】
　図６に示す制御処理を実行することにより、効率値算出部３３により自車両の効率値が
算出され、制限操作量設定部３４により効率値が低いほど制約条件が緩和される。このよ
うに、自車両にとっての効率値を勘案して、自車両に許される行動の幅を広げることがで
きる。これにより、車両の行動が、固定された制限値の上限に縛られることがないため、
運転者又は乗員が多少乗り心地を犠牲にしても旅行時間等を優先させたいと感じる場面に
おいて、適切な運転支援が行われ、結果として運転者又は乗員に違和感を与えることを回
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避できる。例えば、図７に示す状況を用いて具体的に説明する。図７は、自車両Ｖ０が交
差点を右折するために停車している場面を示している。対向車両の交通流が大きく、自車
両が安全に右折するために必要な車間距離がとれないため、自車両は右折が可能な車間距
離がとれるまで交差点内で停止しているものとする。この場合、障害物がない環境下、す
なわち対向車両が存在しない場合の行動に比較して、現在の状況では自車両Ｖ０の車速が
ほぼ０となる停止状態であるため効率値が低下する。そうすると、制限操作量設定部３４
により制限操作量が緩和され、例えば、自車両Ｖ０が選択できる前後方向加速度と横加速
度の制限が緩和される。例えば、通常の発進加速度の最大を０．１Ｇ、横Ｇの最大を０．
２Ｇと設定していた場合には、発進加速度の最大を０．１５Ｇ、横Ｇの最大を０．３Ｇと
設定する。これにより、右折に必要となる車間距離が短縮されるので、右折可能な機会（
タイミング）を増やすことができる。結果、早期に右折を行うことが可能になる。また、
右折後に通常通り走行を行っている際には、効率値が０付近に戻るため、急激な操作が実
施されずに快適性を維持した走行支援が実施される。
【００３５】
　なお、走行支援における制限操作量を制約条件とし、効率値に応じて制限操作量を緩和
する例を説明したが、制限操作量以外の制約条件を緩和するようにしてもよい。例えば、
原則及び例外が存在する交通ルールにおいて、通常の制約条件では原則の交通ルール、緩
和した制約条件では例外の交通ルールというように、効率値に応じて適用される交通ルー
ルを変更するようにしてもよい。具体的な例を、図８を参照して説明する。
【００３６】
　図８（ａ）は自車両Ｖ０が片側一車線の追い越し禁止の道路を走行している状況を示し
ている。自車両Ｖ０の前方には、駐車車両が存在している。自車両が黄色実線ＹＬをはみ
出さずに駐車車両を追い越すことができない場合、追い越し禁止の原則の交通ルールのみ
を遵守すると自車両Ｖ０は進行することができずに、効率が低下することとなる。ここで
、交通ルールでは駐車車両の追い越しは、追い越しではなく障害物回避として扱われるこ
とになるため、図８（ｂ）のように黄色実線ＹＬをはみ出しても例外的に交通ルール違反
にはならない。そこで本発明に係る走行支援装置は、交通ルールの変化を検出し、効率値
の低下に応じて走行支援装置に適用される交通ルールを変更させることにより、効率の良
い走行支援を行うようにすることもできる。
【００３７】
　以上、第１実施形態に係る走行支援装置１０によれば、効率値算出部３３により障害物
がない環境下における自車両の行動に対する遅延度を示す効率値が算出され、制限操作量
設定部３４により効率値が低いほど制約条件が緩和される。このように、効率値が低く、
走行支援を実行する必要性が高い場合には、走行支援装置１０に許される行動の幅を広げ
ることにより、乗り心地等の快適性を常に追求するのではなく、状況に応じて目的地到着
時間の短縮等の利便性が著しく損なわれることを回避することができる。よって、運転者
又は乗員に与える違和感を低減することが可能となる。
【００３８】
　また、第１実施形態に係る走行支援装置１０によれば、制限操作量設定部３４により効
率値が低いほど自車両の操作量に関する条件が緩和された上で、走行支援が実行される。
このように、効率値が低下している場合に、走行支援装置１０に許される操作量の幅を広
げることにより、運転者又は乗員に与える違和感を低減することができる。
【００３９】
（第２実施形態）
　次に、本発明の第２実施形態について説明する。第２実施形態に係る走行支援装置２０
は、第１実施形態に係る走行支援装置１０とほぼ同様に構成され、通信装置１２、道路情
報ＤＢ４１及び道路情報取得部４２を更に備える点が相違する。以下では、説明理解の容
易性を考慮して、第１実施形態との相違点を中心に説明し、重複する説明は省略する。
【００４０】
　図９は、本発明の第２実施形態に係る走行支援装置を示すブロック図である。図９に示
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すように、走行支援装置２０は、第１実施形態に係る走行支援装置１０の構成に、通信装
置１２、道路情報ＤＢ４１及び道路情報取得部４２を更に備える構成とされている。
【００４１】
　通信装置１２は、例えば車両に搭載される無線通信装置であり、車車間通信や路車間通
信により自車両周辺の道路情報を取得する。通信装置１２は、車載の無線通信装置に限ら
れるものではなく、携帯電話でもよい。
【００４２】
　道路情報ＤＢ４１は、自車両周辺の道路における道路情報を格納している。道路情報に
は、時間にとともに変化することのない静的な道路情報と、時間とともに刻々と変化する
動的な道路情報が存在する。静的な道路情報としては、例えば道路形状（交差点、道路幅
、車線数、車線幅、道路の曲率、歩道の有無、境界線（中央線、白線又は黄色線）の有無
、又は、縁石の有無等）、や交通ルール（制限速度、信号の有無、一時停止線又は踏切等
）がある。一方、動的な情報としては道路の混雑状況（時間帯での区分け、又は車線毎の
区分け）等がある。静的な情報は道路情報ＤＢ４１に予め格納されており、動的な情報は
通信装置１２により逐次更新される。また、通信装置１２によらなくても、日常的又は特
定の時間帯に混雑している道路の場合には、予め道路情報ＤＢ４１に混雑状況を格納して
おくことで、通信装置１２が利用できない場合にも混雑状況を取得できるようにしてもよ
い。
【００４３】
　道路情報取得部４２は、道路情報ＤＢ４１を参照して自車両周辺の道路情報を取得し、
効率値算出部３３へ出力する。効率値算出部３３は、履歴保存部３２により出力される自
車両の走行履歴と道路情報取得部４２により出力される道路情報とに基づいて効率値を算
出する。本実施形態に係る効率値算出部３３は、以下の方法で効率値を算出することがで
きる。
【００４４】
　効率値算出部３３は、自車両の車速と法定速度との差分に基づいて効率値を算出する。
具体的に図を用いて説明する。図１０は、効率値の車速依存性を示すグラフであり、横軸
が車速、縦軸が効率値である。なお、図１０では、法定速度が３０ｋｍ／ｈの場合を示し
ている。図１０に示すように、自車両が法定速度である３０ｋｍ／ｈで走行している場合
には、効率値を０にする。自車両の車速が３０ｋｍ／ｈよりも遅い場合には、その車速に
応じて効率値を低下させる。一方、自車両の車速が３０ｋｍ／ｈよりも速い場合には、そ
の車速に応じて効率値を向上させる。また、法定速度を基準とした所定範囲の速度域では
、効率値が変化しないようなマージンを設けておくことにより、効率値を安定させること
ができる。
【００４５】
　また、効率値算出部３３は、第１実施形態で示した自車両の平均速度の履歴を参照する
とともに、道路形状と交通ルールに基づいて効率値を向上させるようにしてもよい。例え
ば、信号機がある交差点においては、信号表示が赤である場合には自車両の効率が低下し
ているとはいえないため、路車間通信等により信号表示の情報を取得し、信号表示が赤の
場合には平均車速が低下していても効率値が低下しないようにしてもよい。例えば、交通
状況に応じて効率値を正に補正することで、効率値を低下しないようにすることができる
。
【００４６】
　また、自車両が曲率の大きい道路を走行している場合には、曲率が小さい道路を走行す
る場合と比較して平均車速が低下するが、このような走行は効率が低下しているとはいえ
ないものである。そのため、効率値算出部３３は、自車両が曲率の大きな道路を走行して
いる場合には、効率値を低下させないようにしてもよい。また、交差点や道路幅が狭い道
路、中央線のない道路についても同様に、効率値を低下させないようにしてもよい。例え
ば、道路形状等に応じて効率値を正に補正することで、効率値を低下しないようにするこ
とができる。
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【００４７】
　更に、効率値算出部３３は、自車両の走行履歴に加えて、自車両が走行している道路が
混雑しているか否かに基づいて効率値を算出してもよい。この場合、自車両が走行してい
る道路が混雑しているという情報を取得した場合には、効率値を低下させる車速の閾値を
低下させて効率値を算出する。また、効率値算出部３３は、自車両が混雑情報を取得した
時点で効率値を低下させるようにしてもよい。また、地形的あるいは道路形状的にみて混
雑しやすい道路であるという情報を利用して効率値を低下させるようにしてもよい。例え
ば、交通状況に応じて効率値を負に補正することで、効率値を低下させることができる。
【００４８】
　また、効率値算出部３３は、自車両の走行履歴に加えて、自車両が交差点に近づいてい
るか否かに基づいて効率値を算出してもよい。この場合、自車両が交差点に接近した場合
には、効率値を低下させる車速の閾値を低下させて効率値を算出する。また、効率値算出
部３３は、自車両が交差点に接近した時点で効率値を低下させるようにしてもよい。
【００４９】
　本実施形態に係る走行支援装置２０の動作は、図６に示す第１実施形態に係る走行支援
装置１０の動作と同様であるため、再度の説明は省略する。ただし、第１実施形態ではＳ
１１において、走行情報として自車両の車速を取得しているが、本実施形態に係る走行支
援装置２０では、自車両の車速に加えて道路情報を取得する点で第１実施形態と相違する
。このため、道路状況に基づいて効率値を算出することができる。
【００５０】
　本実施形態が適用される状況を具体的な例を用いて説明する。図１１は自車両Ｖ０が片
側２車線道路に置いて車線変更をしようとしている場面を示している。走行支援装置は、
運転者又は乗員の快適性の観点から自車両の制限操作量を例えば横加速度０．２Ｇ以下に
収めるように設定しているものとする。自車両は、制限操作量に基づいて車線変更をする
ための十分な車間距離がない場合にも、車線変更を実施するまで暫く待つことができれば
いずれ車間距離が確保されて車線変更が可能になる。しかしながら、図１０（ａ）に示す
ように、自車両の前方で車線が減少する場合には、車線変更を行わずに待っていると、車
線減少箇所の手前で停車する必要があり、効率が低下してしまうことになる。そこで、本
実施形態は、道路情報取得部４２により自車両前方の車線減少を取得することにより、将
来の効率値の低下を予測し、効率値を低下させることもできる。この場合、制限操作量を
例えば横加速度０．３Ｇに緩和することにより、図１０（ｂ）に示すように、車線変更を
行うことが可能であり、効率のよい走行支援を実行することが可能になる。
【００５１】
　以上、第２実施形態に係る走行支援装置２０によれば、第１実施形態に係る走行支援装
置１０と同様の作用効果を奏する。また、第２実施形態に係る走行支援装置２０によれば
、自車両の車速の履歴と自車両周辺の道路状況とに基づいて効率値算出部３３により効率
値が算出され、制限操作量設定部３４により効率値が低いほど制約条件が緩和される。こ
のように、自車両の車速の履歴と自車両周辺の道路状況とに基づいて効率値が算出される
ことにより、道路状況に応じて適切な効率値を算出することができる。
【００５２】
（第３実施形態）
　次に、本発明の第３実施形態について説明する。第３実施形態に係る走行支援装置３０
は、第１実施形態に係る走行支援装置１０とほぼ同様に構成され、カメラ１３、レーダ１
４及び車外環境取得部４３を更に備える点が相違する。以下では、説明理解の容易性を考
慮して、第１実施形態との相違点を中心に説明し、重複する説明は省略する。
【００５３】
　図１２は、本発明の第３実施形態に係る走行支援装置を示すブロック図である。図１２
に示すように、走行支援装置３０は、第１実施形態に係る走行支援装置１０の構成に、カ
メラ１３、レーダ１４及び車外環境取得部４３を更に備える構成とされている。
【００５４】
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　カメラ１３は、自車両の周辺を撮像する装置である。自車両の周辺とは、少なくとも前
方であり、必要に応じて側方、後方も撮像する。カメラ１３は、自車両の周辺を撮像し、
その撮像画像のデータを画像信号として走行支援ＥＣＵ３に送信する。
【００５５】
　レーダ１４は、自車両の周辺の物体を検出するための装置である。自車両の周辺とは、
少なくとも前方であり、必要に応じて側方、後方の物体も検出する。レーダ１４としては
、例えば、レーザレーダ、ミリ波レーダがある。レーダ１４では、電磁波を水平面内でス
キャンしながら送信し、物体に反射して戻ってくる反射波を受信し、その送受信に関する
情報を検出する。そして、レーダ１４は、その検出した送受信情報をレーダ信号として走
行支援ＥＣＵ３に送信する。
【００５６】
　車外環境取得部４３は、カメラ１３による画像情報及びレーダ１４によるレーダ情報に
基づいて自車両周辺の車外環境情報を取得する。車外環境情報とは、例えば先行／後続車
両の有無、先行／後続車両までの距離、先行／後続車両の速度、前方／後方の混雑状況、
対向車の有無、対向車までの距離、対向車の数等である。
【００５７】
　効率値算出部３３は、履歴保存部３２に保存される自車両の走行履歴と車外環境取得部
４３により取得される車外環境情報とに基づいて効率値を算出する。本実施形態に係る効
率値算出部３３は、第１実施形態で説明した効率値算出方法に追加して、車外環境情報を
用いて効率値を算出することにより、より適切な効率値を得るものである。以下に自車両
の走行履歴に加えて車外環境情報を用いて適切な効率値を算出する例を示す。
【００５８】
　例えば、効率値算出部３３は、自車両の走行履歴に加えて自車両周辺の交通流に基づい
て効率値を算出する。自車両周辺の交通流が停止する傾向にある場合には、自車両の速度
も遅くなることは自然であり、このような状況において自車両の速度が低下する際に効率
値を低下させることは適切でない。そのため、車外環境取得部４３は、カメラ１３及びレ
ーダ１４を用いて前後車両との車間距離及び相対速度を取得して交通流の状態を取得する
。効率値算出部３３は、交通流が停止する傾向にあると判断した場合には、自車両の速度
が低下した場合にも効率値を低下させないようにする。一方、自車両周辺の交通流に停止
する傾向がなく、自車両の前方に先行車両の存在を認知した場合には効率値を低下させる
ようにしてもよい。このような状況では、効率値を低下させ、制限操作量を緩和すること
により先行車両の急ブレーキに適切に対応することができるようになる。
【００５９】
　本実施形態に係る走行支援装置の動作は、図６に示す第１実施形態に係る走行支援装置
１０の動作と同様であるため、再度の説明は省略する。ただし、第１実施形態ではＳ１１
において、走行情報を取得しているが、本実施形態に係る走行支援装置３０では、走行情
報に加えて車外環境情報を取得する点で第１実施形態と相違する。このため、車外環境情
報に基づいて効率値を算出することができる。
【００６０】
　以上、第３実施形態に係る走行支援装置３０によれば、第１実施形態に係る走行支援装
置１０と同様の作用効果を奏する。また、第３実施形態に係る走行支援装置３０によれば
、自車両の走行履歴及び自車両周辺の車外環境情報に基づいて効率値算出部３３により効
率値が算出され、制限操作量設定部３４により効率値が低いほど制限操作量が緩和される
。このように、自車両の車速の履歴と自車両周辺の車外環境情報とに基づいて効率値が算
出されることにより、車外環境に応じた適切な効率値を算出することができる。
【００６１】
（第４実施形態）
　次に、本発明の第４実施形態について説明する。第４実施形態に係る走行支援装置４０
は、第２実施形態に係る走行支援装置２０とほぼ同様に構成され、目的地設定部１５及び
目標経路計画部４４を更に備える点が相違する。以下では、説明理解の容易性を考慮して
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、第２実施形態との相違点を中心に説明し、重複する説明は省略する。
【００６２】
　図１３は、本発明の第４実施形態に係る走行支援装置を示すブロック図である。図１３
に示すように、走行支援装置４０は、第２実施形態に係る走行支援装置２０の構成に、目
的地設定部１５及び目標経路計画部４４を更に備える構成とされている。
【００６３】
　目的地設定部１５は、例えばカーナビゲーションシステムのユーザーインターフェイス
であり、利用者の目的地を設定するための手段である。目標経路計画部４４は、自車両の
現在位置から目的地設定部１５によって設定された目的地までの目標経路を生成する装置
である。この目標経路は、現在位置を出発し目的地に到着するまでに走行する道路及び車
線情報を含み、その経路を移動することで交通ルール（はみ出し禁止、右左折禁止、進入
禁止等）を違反しない経路である。すなわち、目標経路計画部４４により生成される目標
経路は、車両、歩行者、落下物等の自車両に干渉する障害物が存在する場合を除き、交通
ルールが定めた速度以下で移動することで交通ルールを遵守しながら安全に目的地まで到
着することができる経路である。
【００６４】
　効率値算出部３３は、履歴保存部３２に保存される自車両の走行履歴、道路情報取得部
４２により取得される道路情報及び目標経路計画部４４により生成される目標経路に基づ
いて効率値を算出する。本実施形態に係る効率値算出部３３は、第２実施形態で説明した
効率値算出方法に加えて、目標経路を用いて効率値を算出することにより、より適切な効
率値を得ることができる。以下に自車両の走行履歴、道路情報に加えて目標経路を用いて
適切な効率値を算出する例を示す。
【００６５】
　例えば、効率値算出部３３は、自車両が将来走行する予定の経路の混雑状況に基づいて
効率値を算出する。そのために、目標経路計画部４４は、目的地設定部１５から目的地を
取得し目標経路を生成する。道路情報取得部４２は、通信装置１２及び道路情報ＤＢ４１
を参照して、目標経路の道路の混雑状況を取得する。効率値算出部３３は、履歴保存部３
２に保存されている自車両の走行履歴と目標経路の道路の混雑状況とを参照し、自車両が
将来走行する道路が混雑している場合には、効率値を低下させる。
【００６６】
　また、効率値算出部３３は、目標経路及び道路情報により自車両が将来交差点を通過す
ることを認識した場合には効率値を低下させるようにしてもよい。また、同様の方法で自
車両が将来車線の減少がある道路を走行することを認識した場合に効率値を低下させるよ
うにしてもよい。
【００６７】
　本実施形態に係る走行支援装置の動作は、図６に示す第１実施形態に係る走行支援装置
１０の動作と同様であるため、再度の説明は省略する。ただし、第１実施形態ではＳ１１
において、走行情報として自車両の走行情報を取得しているが、本実施形態に係る走行支
援装置４０では、走行情報の取得に加えて道路情報の取得及び目標経路の生成を行う点で
第１実施形態と相違する。このため、目標経路に基づいて効率値を算出することができる
。
【００６８】
　以上、第４実施形態に係る走行支援装置４０によれば、第２実施形態に係る走行支援装
置２０と同様の作用効果を奏する。また、第４実施形態に係る走行支援装置４０によれば
、自車両の走行履歴、道路情報及び目標経路に基づいて効率値算出部３３により効率値が
算出され、制限操作量設定部３４により効率値が低いほど制約条件が緩和される。このよ
うに、自車両の走行履歴、道路情報及び目標経路に基づいて効率値を算出することで、将
来自車両が走行する道路状況に応じた適切な効率値を算出することができる。
【００６９】
（第５実施形態）
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　次に、本発明の第５実施形態について説明する。第５実施形態に係る走行支援装置５０
は、第４実施形態に係る走行支援装置４０とほぼ同様に構成され、カメラ１３、レーダ１
４及び車外環境取得部４３を更に備える点が相違する。以下では、説明理解の容易性を考
慮して、第４実施形態との相違点を中心に説明し、重複する説明は省略する。
【００７０】
　図１４は、本発明の第５実施形態に係る走行支援装置を示すブロック図である。図１４
に示すように、走行支援装置５０は、第４実施形態に係る走行支援装置４０の構成に、カ
メラ１３、レーダ１４及び車外環境取得部４３を更に備える構成とされている。なお、カ
メラ１３、レーダ１４及び車外環境取得部４３は、第３実施形態で説明したものと同一で
ある。
【００７１】
　効率値算出部３３は、自車両の走行履歴、道路情報、目標経路及び車外環境情報に基づ
いて効率値を算出する。効率値算出部３３は、第４実施形態で説明した効率値算出方法に
加えて、車外環境情報を用いて効率値を算出することにより、より適切な効率値を得るも
のである。以下に自車両の走行履歴、道路情報、目標経路及び車外環境情報を用いて適切
な効率値を算出する例を示す。
【００７２】
　例えば、効率値算出部３３は、自車両の走行履歴、道路情報、目標経路及び周辺車両の
存在に基づいて効率値を算出する。第４実施形態では目標経路及び道路情報により自車両
が将来交差点を通過することを認識した場合には効率値を低下させることを説明した。し
かしながら、将来自車両が将来交差点を通過する場合でも、周辺車両が交差点において自
車両に干渉しないのであれば効率値を低下させることは適切でない。そこで、本実施形態
に係る走行支援装置５０では、目標経路が交差点を通過するものであった場合に、カメラ
１３又はレーダ１４により自車両周辺の車両を検出し、周辺の他車両が自車両に干渉しな
い場合には、効率値を低下させないようにする。このように、交差点等の効率値が低下す
る状況においても車外環境に基づいて、効率値が低下しないと考えられる状況では効率値
を下げないことで、不必要に効率値が低下することを防止することができる。
【００７３】
　また、目標経路で右折が必要とされる交差点において、対向車両が多いために右折待ち
が発生していることを車外環境取得部４３により取得した場合には、効率値を低下させる
ようにしてもよい。
【００７４】
　本実施形態に係る走行支援装置の動作は、図６に示す第１実施形態に係る走行支援装置
１０の動作と同様であるため、再度の説明は省略する。ただし、第１実施形態ではＳ１１
において、走行情報として自車両の走行情報を取得しているが、本実施形態に係る走行支
援装置５０では、走行情報の取得に加えて道路情報の取得、車外環境情報の取得及び目標
経路の生成を行う点で第１実施形態と相違する。このため、道路情報及び目標経路に基づ
いて効率値を算出することができる。
【００７５】
　以上、第５実施形態に係る走行支援装置５０によれば、第４実施形態に係る走行支援装
置４０と同様の作用効果を奏する。また、第５実施形態に係る走行支援装置５０によれば
、自車両の走行履歴、道路情報、目標経路及び車外環境に基づいて効率値算出部３３によ
り効率値が算出され、制限操作量設定部３４により効率値が低いほど制約条件が緩和され
る。このように、自車両の走行履歴、自車両周辺の道路情報及び目標経路に基づいて効率
値が算出されることにより、将来自車両が通過する経路の道路状況を考慮した適切な効率
値を算出することができる。そのため、自車両の効率値が実際に低下するよりも早いタイ
ミングで走行支援を実施することが可能となるので、運転者又は乗員に与える違和感を低
減することができる。
【００７６】
（第６実施形態）
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　次に、本発明の第６実施形態について説明する。第６実施形態に係る走行支援装置６０
は、第５実施形態に係る走行支援装置５０とほぼ同様に構成され、車外環境予測部４５を
更に備える点が相違する。以下では、説明理解の容易性を考慮して、第５実施形態との相
違点を中心に説明し、重複する説明は省略する。
【００７７】
　図１５は、本発明の第６実施形態に係る走行支援装置を示すブロック図である。図１５
に示すように、走行支援装置６０は、第５実施形態に係る走行支援装置５０の構成に、車
外環境予測部４５を更に備える構成とされている。なお、カメラ１３、レーダ１４及び車
外環境取得部４３は、第３実施形態で説明したものと同一である。
【００７８】
　車外環境予測部４５は、将来の車外環境を予測する手段である。車外環境予測部４５は
、車外環境取得部４３により取得された車両や歩行者等の障害物と、道路情報取得部４２
により取得された道路情報から、当該障害物の将来の挙動を予測する。この障害物の将来
の挙動を予測は従来公知の方法を適用して行うことができる。
【００７９】
　本実施形態の効率値算出部３３は、自車両の走行履歴、道路情報、目標経路及び予測さ
れる将来の車外環境に基づいて効率値を算出する。自車両の走行履歴、道路情報、目標経
路及び予測される将来の車外環境に基づいて効率値を算出する２つの方法を例として以下
に示す。
【００８０】
　効率値算出部３３は、自車両の走行履歴、道路情報、目標経路及び予測される将来の車
外環境情報に基づいて効率値を算出する。本実施形態に係る効率値算出部３３は、第５実
施形態で説明した効率値算出方法に加えて、車外環境予測部４５により予測される将来の
車外環境情報に基づいて効率値を算出することにより、より適切な効率値を得るものであ
る。以下に予測される将来の車外環境情報に基づいて適切な効率値を算出する例を示す。
【００８１】
　例えば、効率値算出部３３は、自車両の走行履歴、道路情報、目標経路に加えて将来予
測される周辺車両の挙動に基づいて効率値を算出する。例えば、自車両と対向車両が同じ
交差点に進入しようとしている状況において、車外環境予測部４５は対向車両が自車両よ
りも交差点から遠い場所を走行しており、且つ、自車両が交差点で停止した場合に停車時
間が長いことを予測した場合には、自車両の効率値を低下させる。このよう、効率値を低
下させ、制限操作量を緩和することにより交差点内で停止することなく右折を実行するこ
とができるようになる。
【００８２】
　本実施形態に係る走行支援装置の動作は、図６に示す第１実施形態に係る走行支援装置
１０の動作と同様であるため、再度の説明は省略する。ただし、第１実施形態ではＳ１１
において、走行情報として自車両の車速を取得しているが、本実施形態に係る走行支援装
置６０では、走行情報の取得に加えて道路情報の取得、将来の車外環境情報の予測及び目
標経路の生成を行う点で第１実施形態と相違する。このため、道路情報、予測された車外
環境情報及び目標経路に基づいて効率値を算出することができる。
【００８３】
　以上、第６実施形態に係る走行支援装置６０によれば、第５実施形態に係る走行支援装
置５０と同様の作用効果を奏する。また、第６実施形態に係る走行支援装置６０によれば
、自車両の走行履歴、道路情報、目標経路及び予測される将来の車外環境に基づいて効率
値算出部３３により効率値が算出され、制限操作量設定部３４により効率値が低いほど制
約条件が緩和される。このように、自車両の走行履歴、自車両周辺の道路情報、目標経路
及び予測される将来の車外環境に基づいて効率値が算出されることにより、将来の車外環
境情報に応じた適切な効率値を算出することができる。そのため、自車両の効率値が実際
に低下するよりも早いタイミングで走行支援を実施することが可能となるため、運転者又
は乗員に与える違和感を低減することができる。
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【００８４】
（第７実施形態）
　次に、本発明の第７実施形態について説明する。図１６は、本発明の第７実施形態に係
る走行支援装置を示すブロック図である。本実施形態に係る走行支援装置７０における走
行支援ＥＣＵ３は自車両状態取得部３１、制限操作量設定部３４及び標準制限操作量ＤＢ
３６のみを備えている。第１～６実施形態では、効率値算出部３３が効率値を算出し、制
限操作量設定部３４が、効率値を参照して制限操作量を設定しているが、本実施形態に係
る走行支援装置７０では、予め自車両状態に応じた制限操作量が標準制限操作量ＤＢ３６
に格納されている。制限操作量設定部３４は、標準制限操作量ＤＢ３６を参照し、自車両
の位置や速度に対応する制限操作量を読み出すことで、制限操作量を設定する。
【００８５】
　また、図１７は、本実施形態の変形例を示している。この変形例に係る走行支援装置８
０では、通信装置１２を介して自車両の位置や速度に対応する制限操作量を読み出すこと
で制限操作量を自車両の制限操作量を設定する。通信装置１２は、例えば、ＶＩＣＳのよ
うに、特定の場所を通過した際に自車両の走行状態を送信するとともに、対応する制限操
作量を受信してもよい。
【００８６】
　図１８は、上述した第１～６実施形態に示す走行支援装置における制限操作量の取得処
理を示すフローチャートである。走行支援の処理が開始されると、まず自車両情報が取得
できたか否かが判断される（Ｓ２１）。自車両情報が取得できない場合には、一連の走行
支援処理が終了する。一方、自車両情報が取得されると目標経路があるか否かが判断され
る（Ｓ２２）。目標経路が取得されている場合には、目標フラグがＯＮに設定される（Ｓ
２４）とともに道路情報フラグがＯＮに設定される（Ｓ２５）。一方、目標経路が取得さ
れていない場合には、目標経路フラグがＯＦＦに設定される（Ｓ２６）。Ｓ２６において
目標経路フラグがＯＦＦに設定されると、道路情報が取得されているか否かが判断される
（Ｓ２７）。道路情報が取得されている場合には道路情報がＯＮに設定され（Ｓ２８）、
道路情報が取得されていない場合には道路情報フラグがＯＦＦに設定される（Ｓ２９）。
【００８７】
　Ｓ２５、Ｓ２８、Ｓ２９のいずれかにおいて道路情報フラグがＯＮ又はＯＦＦに設定さ
れると、次に障害物予測結果があるか否かが判断される。障害物予測結果がある場合には
、予測結果フラグがＯＮに設定される（Ｓ３１）とともに、障害物情報フラグがＯＮに設
定される（Ｓ３２）。一方、障害物予測結果がない場合には、予測結果フラグがＯＦＦに
設定される（Ｓ３３）。予測結果フラグがＯＦＦに設定されると、次に障害物情報がある
か否かが判断される（Ｓ３４）。障害物情報があると判断された場合には障害物情報フラ
グがＯＮに設定される（Ｓ３５）。一方、障害物情報がないと判断された場合には、障害
物情報フラグがＯＦＦに設定される（Ｓ３６）。
【００８８】
　Ｓ３２、Ｓ３５、Ｓ３６のいずれかにおいて障害物情報フラグがＯＮ又はＯＦＦに設定
されると、走行履歴があるか否かが判断される（Ｓ３７）。走行履歴があると反出された
場合には、走行履歴フラグがＯＮに設定される（Ｓ３８）。一方、走行履歴がない場合に
は走行履歴フラグがＯＦＦに設定される（Ｓ３９）。Ｓ３８又はＳ３９において走行履歴
フラグがＯＮ又はＯＦＦに設定されると、各種フラグの設定状態に基づいて効率値が計算
される（Ｓ４０）。その後、Ｓ４０で計算された効率値に基づいて制限操作量が取得され
る（Ｓ４１）。制限操作量が取得されると一連の制限操作量の取得処理が終了する。
【００８９】
　以上、第７実施形態に係る走行支援装置７０によれば、第１～６実施形態に係る走行支
援装置１０～６０と同様の作用効果を奏する。
【００９０】
　なお、上述した各実施形態は本発明に係る走行支援装置の一例を示すものである。本発
明に係る走行支援装置は、各実施形態に係る走行支援装置に限られるものではなく、各請
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他のものに適用したものであってもよい。
【００９１】
　例えば、上記第１～８実施形態では、制約条件として自車両の操作量の制限を緩和する
ことを述べたが、制約条件は制限操作量に限定されるものではなく、交通ルール等のその
他の制約条件でもよい。
【００９２】
　また、第１実施形態では、効率値が０より大きい場合には、標準制限操作量を制限操作
量としているが、標準制限操作量よりも制限操作量を小さくしてもよい。このようにする
ことで、効率値が高い場合には、標準的な効率値の場合と比較してより快適性の高い走行
支援を実行することができる。
【００９３】
　また、第１実施形態では、制限操作量設定部３４が、効率値を参照して制限操作量を設
定しているが、予め効率値に応じた制限操作量を標準制限操作量ＤＢ３６に格納しておい
てもよい。なお、本明細書における走行支援とは、運転者への注意喚起や介入制御を実施
することによる運転支援のみでなく、自動運転を含むものである。よって、本発明に係る
走行支援装置は、自動運転システムに搭載され、制限操作量に基づいて自動運転を行う装
置として構成されてもよい。
【符号の説明】
【００９４】
　３…走行支援ＥＣＵ、１０，２０，３０，４０，５０，６０，７０，８０…走行支援装
置、１１…車輪速センサ、１２…通信装置、１３…カメラ、１４…レーダ、１５…目的地
設定部、２１…表示装置、２２…スピーカ、２３…アクチュエータ、３１…自車両状態取
得部、３２…履歴保存部、３３…効率値算出部、３４…制限操作量設定部、３５…走行支
援制御部、３６…標準制限操作量ＤＢ、４１…道路情報ＤＢ、４２…道路情報取得部、４
３…車外環境取得部、４４…目標経路計画部、４５…車外環境予測部。



(16) JP 2012-116366 A 2012.6.21

【図１】 【図２】

【図３】 【図４】



(17) JP 2012-116366 A 2012.6.21

【図５】 【図６】

【図７】 【図８】



(18) JP 2012-116366 A 2012.6.21

【図９】 【図１０】

【図１１】 【図１２】



(19) JP 2012-116366 A 2012.6.21

【図１３】 【図１４】

【図１５】 【図１６】



(20) JP 2012-116366 A 2012.6.21

【図１７】 【図１８】



(21) JP 2012-116366 A 2012.6.21

10

フロントページの続き

(72)発明者  坂井　克弘
            愛知県豊田市トヨタ町１番地　トヨタ自動車株式会社内
(72)発明者  浦野　博充
            愛知県豊田市トヨタ町１番地　トヨタ自動車株式会社内
(72)発明者  金道　敏樹
            愛知県豊田市トヨタ町１番地　トヨタ自動車株式会社内
Ｆターム(参考) 3D246 GB28  HA02A HB11A HB23A JB12 
　　　　 　　  5H181 AA01  BB04  CC04  CC12  CC14  CC24  FF04  FF05  FF27  LL01 
　　　　 　　        LL04  LL07  LL08  LL09 


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	drawings
	overflow

